
（平成 28 年 11 月 1 日現在） 

日日 出出 町町 のの 開開 発発 行行 為為 にに つつ いい てて  
  

「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地の

区画形質の変更をいい、日出町においては、開発行為の面積規模により許可や承認が必要となります。 

ここで、区画形質の変更とは、以下の①～③のいずれかに該当する場合をいいます。  

①  区画の変更  

「区画の変更」とは、公共施設の整備又は廃止等の必要がある土地の区画の変更とします。ただ

し、単なる土地の分合筆（権利区画の変更）や公共施設の整備等の必要がないと認められる単なる

形式的な区画の変更は該当しません。（整備が必要か否かは開発許可及び承認権者が判断します。） 

②  形の変更 

「形の変更」とは、原則 30cm を超える切り土または盛り土により整地を行う場合とします。

ただし、通常一連の行為として建築行為と密接不可分の基礎打ちや土地の掘削等の行為は、形の変

更には該当しません。  

③  質の変更  

「質の変更」とは、登記上の宅地以外の地目を宅地に変更する場合を、原則として質の変更とし

ます。ただし、登記上宅地でなくても、課税地目で宅地と確認できればその限りではありません。

なお、地目の変更をしなくても宅地としての利用が見込まれるのであれば質の変更に該当します。 

 

【申請の区分】 

都市計画区域内 

1,000 ㎡未満 別途協議* 

1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満 （町）承認申請 

3,000 ㎡以上 （県）許可申請 

都市計画区域外 

1,000 ㎡未満 別途協議* 

1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 （町）承認申請 

10,000 ㎡以上 （県）許可申請 

※町⇒日出町役場都市建設課 県⇒別府土木事務所建築住宅課（0977-67-0216） 

※森林法第５条に基づく地域森林計画内の 10,000 ㎡以上の開発行為については、別途、東部振興

局農山漁村振興部へ 
※1,000 ㎡未満の開発行為については、承認及び許可申請は必要ありませんが当該開発行為に関係

のある公共施設（里道、水路、町道、ゴミ置き場等）の関係者（都市建設課、所有者、管理者、

利用者、生活環境課（ゴミ置き場）及び地元区等）と事前に協議を行ってください。 
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日出町開発行為申請手続きのフロー図 
 
 

（県）許可申請のフロー 

 

 

（町）承認申請のフロー 

計 画 

 （県と事前協議） 

 （町関係課と事前協議） 

 

 

町へ意見書交付願い

を提出 

 正・副各 1 部ずつ提出。 

 ※関係課協議一覧表と 

  県審査表(写)を添付 

町審議会用に写しを11 

部提出。 

 

 （審査・受付） 

 

町審議会開催 

 審議会の指摘事項を処

理し、各課協議経過書

を提出。 

  

計画変更の場合は再協

議が必要。 

 

町の意見書を交付 

 

 （県へ本申請） 

 

県開発審査 

 

 （県審査） 

 

県許可証発行 

 写しを町に提出。 

公共施設の管理協定書 

 を提出。 

 

 

 

 

工事着手届提出 

 県・町にそれぞれ提出。 

 

 （工事） 

 

工事完了届提出 

 県・町にそれぞれに提

出。 

 ※工事・完成写真を添

付 

 

工事完成検査 

 県・町それぞれで実施。 

 

 （必要あれば手直し） 

 

町が公共施設に関 

する工事の検査済 

証を発行 

 検査済証を県に提出。 

 

 

県検査済証発行 

 写しを町に提出。 

 

 

公共施設の移管 

事務手続 

 土地の帰属など 

 

 

 

 

 

 

計 画 

 （町関係課と事前協議） 

 

 

 

承認申請書提出 

 正・副各 1 部ずつ提出。 

 ※関係課協議一覧表を

添付 

 町審議会用に写しを11

部提出。 

 

 

 （審査・受付） 

 

町審議会開催 

 審議会の指摘事項を処

理し、各課協議経過書

を提出。 

 

計画変更の場合は再協

議が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町承認通知書発行 

公共施設の管理協定書 

 を提出。 

 

 

 

 

 

工事着工届提出 

 町に提出。 

 

 （工事） 

 

工事完了届提出 

 町に提出。 

 ※工事・完成写真を添

付 

 

 

工事完成検査 

 町関係課合同で実施。 

 

 （必要あれば手直し） 

 

 

 

 

 

 

 

検査済証を発行 

 

 

 

公共施設の移管 

事務手続 

 土地の帰属など 
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日出町開発行為等指導要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、日出町環境保全条例（平成２年条例第７号）第２９条及び日出町環境保全条

例施行規則（平成２年日出町規則第１号）第１０条の規定により必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 日出町における開発行為及び活動に伴って生じる自然環境の破壊を防止し、自然と生活の

調和を図るとともに適切な指導をすることによって郷土の有効な利用と、秩序ある開発を

促進し、もって住民の生活環境の保全に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

１．開 発 行 為 都市計画法第４条第１２項に規定するように、主として建築物の

建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形

質の変更をいう。 

２．自然環境の破壊 事業活動、その他、人の活動に伴って、住民の健康や生活及び動

植物等自然現象に及ぼす害をいう。 

３．公 共 施 設 都市計画法第４条第１４項及び都市計画法施行令第１条の２に規

定するものをいう。 

 

（開発行為の届出） 

第４条 1000 ㎡以上の土地について開発行為をしようとする者は、開発行為に係る土地について土

地に関する権利を所得する前（既に土地に関する権利を取得している者にあっては、開発

行為に着手する前）に、開発行為承認申請書（第１号様式）に事業計画書（第２号様式）

を添え、町長に提出し、その承認を受けるものとする。 

 

（承認申請手続き等） 

第５条 前条の申請書は正副２部とする。 

 

（承認の基準） 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、当該申請内容が次の各号の基準に適合しているかを

検討し、適当と認めるものについては承認するものとする。 

１． 国及び地方公共団体の土地利用に関する計画又は公共施設の整備計画に適合するも

のであること。 

２． 当該土地を含む周辺の地域における自然環境の保全、農林地の保全、歴史的風土の保

全等に障害を及ぼす恐れのないものであること。 

３． 当該開発計画が明確なものであり、投機的な土地取得や乱開発の恐れのないものであ

ること。 

４． 事業者及び工事施行者が、当該開発行為の実施及びその後の維持管理を適切に行うた

めに必要な資力、信用及び能力を有すると認められたものであること。 

５． 地域の将来の発展上望ましいものであって、住民の福祉向上に貢献度の高いものであ

ること。 

６． 当該開発計画において、開発区域及びその周辺の住民の利便に支障をきたさないよう、

公共施設の整備について十分な配慮がなされているとともに、排水、騒音等環境衛生
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面についても必要な処置が講ぜられているものであること。 

７． 承認に必要な最低限度の指導基準は、原則として都市計画法の技術基準に準ずるとと

もに、別に定めることができる。 

 

（開発協定の締結） 

第７条 第４条の承認を受けようとする者は、町長と開発行為の実施に関して協定を締結するもの

とする。但し、10,000 ㎡未満でその行為が軽微と認められるときはこの限りではない。 

２ 前項の協定には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

１． 開発行為を行う土地の確保及び利用目的に関する事項 

２． 公共施設の整備に関する事項 

３． 文化財、自然環境保全に関する事項 

４． 公害及び災害防止のための措置、並びに環境衛生の確保に関する事項 

５． 開発行為の時期及び期間に関する事項 

６． 開発行為に係る施設の維持管理に関する事項 

７． 協定の履行の確保に関する事項 

 

（事業計画等の変更届出） 

第８条 第４条の開発行為の承認を受けた者が、事業計画等承認内容を変更しようとする場合は、

事業計画等変更承認申請書（第３号様式）を町長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

２ 第５条の規定は、前項の承認の手続きについて準用する。 

３ 事業計画等の変更は第４条で承認の本来目的を逸脱するような重要な変更はこれを認め

ない。 

 

（工事の着手及び完了届） 

第９条 開発行為の承認を受けた者は、当該開発行為に関する工事に着手したとき、又は当該工事

を完了したときは、それぞれ工事着手届（第４号様式）又は、工事完了届（第５号様式）

を町長に提出するものとする。 

 

（是正措置） 

第１０条 町長は、必要があると認められるときは、開発行為の承認を受けた者又は工事施行者に対

し当該開発行為の実施状況について報告を求め、又は関係職員をして実地に調査させ、必

要な指導及び助言を行うものとする。 

２ 町長は、事業者又は工事施行者が第４条若しくは第８条の承認を受けずに、又はこれらの

規定による承認の内容に違反して開発行為を実施している場合は、当該事業者又は工事施

行者に対し、事業の中止又は現状回復等必要な措置をとるよう勧告するものとする。 

 

（事業者、工事施行者の義務） 

第１１条 事業者又は工事施行者は、第１０条の是正措置に積極的に協力するとともに常に自然環境

の破壊を生じないように注意をし、生ずるおそれのあるとき、又は生じたときは直ちにそ

の防止措置を講じなければならない。 

２ 事業者又は工事施行者は開発行為の内容、効果等について地元関係者に周知し、調和を図

らなければならない。 

 

（公共施設検査） 

第１２条 開発行為者は、第９条の工事完了届提出後、設置した公共施設等の完了検査を受けなけれ
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ばならない。 

２ 町長は前項の規定に基づき検査の結果合格した場合は、公共施設に関する工事の検査済証

を交付するものとする（第６号様式）。ただし、開発行為者は、検査の結果不合格な箇所

があるときは直ちに、管理予定者の指示に従って補修工事等を行わなければならない。（第

７号様式） 

 

（公共施設の用に供する土地の帰属及び管理） 

第１３条 開発行為により設置された公共施設で町長の管理に属するものの用に供する土地は、町長

の定める日に町に帰属するものとする。 

２ 開発行為により設置された公共施設で町長が管理予定者となるものは、都市計画法の定め

る日、又は町長の定める日に無償で町の管理に属するものとする。 

３ 公共施設の維持管理者は、管理協定書（第８号様式）により協定するものとする。 

 

（非協力者に対する措置） 

第１４条 町長は、第４条若しくは第８条の申請をせず、若しくは虚偽の申請をした者、又は第１０

条第２項の勧告に従わない者及び前条の義務を怠った者に対しては、次に掲げる措置を取

るものとする。 

１． 開発行為に関する道路の占用及び特殊車両の許可を行わない。 

２． その他開発行為に関連する法令の規定による許認可を行わない。 

３． 氏名及び勧告内容を公表する。 

 

（審議会） 

第１５条 町長は、開発行為の承認申請の内容及びこれに関連する事項について必要な調整を行うた

め開発行為等審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 町長は、必要があると認められるときは、審議会に対し前項に規定する調整事項の審議の

状況等について報告を求めることができる。 

 

（審議事項） 

第１６条 審議会は、次の各号に掲げる事項について審議する。 

１． 開発行為の総合調整に関すること。 

２． 土地開発の規制に関すること。 

３． その他開発対策に関すること。 

 

（委員の構成） 

第１７条 審議会は、次の委員をもって組織する。 

２ 審議会の委員（以下「委員」という。）は、別表１の職にあるものをもってあてる。 

３ 審議会に会長１名をおく。会長は、委員の互選によりこれを決定する。 

 

（審議会） 

第１８条 審議会は、会長がこれを招集する。 

２ 会長は、町長から要求があったときは、すみやかに審議会を招集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

 

（会長の職務） 

第１９条 会長は、審議会に関する事項を処理し審議会を代表する。 

２ 会長は、審議会の会議の議長となる。 



- 5 - 

３ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務

を代理する。 

 

（委員の職務） 

第２０条 委員は、会議に出席して意見を述べるとともに、会長から特に調査研究を命じられたとき

は指定期限までにその成果を文書（軽微なものは口頭）で会長に提出しなければならない。 

２ 委員は、会議に出席できないときは、委員の職を補佐する者を会議に出席させて意見を述

べることができる。 

 

（関係者の意見聴取） 

第２１条 会長は、必要があるときは関係者にこの審議会の会議へ出席を求め、意見や事情を聴取す

ることができる。 

 

（結果の報告） 

第２２条 会長は、審議会の会議の結果を集約して、すみやかに文書（軽微な事項は口頭）で町長に

報告しなければならない。 

 

（事務局） 

第２３条 審議会の事務局は都市建設課におく。 

２ 事務局に書記１名をおく。書記は会長が委嘱する。 

 

（適用除外） 

第２４条 この要綱は、次に掲げる行為については適用しない。 

１． 国、地方公共団体の行う行為 

２． 災害防止のため緊急度の高い行為 

３． 他の法令に特別の定めがあって手続きが免除されるもの又は手続きが重複となるも

の。 

 

別表第１（第１７条関係） 

 

日出町開発行為等審議会の委員 

副 町 長 

総 務 課 長 

財 政 課 長 

政 策 推 進 課 長 

生 活 環 境 課 長 

農 林 水 産 課 長 

都 市 建 設 課 長 

上 下 水 道 課 長 

農 業 委 員 会 事 務 局 長 

教育委員会文化スポーツ振興課長 

 

 

 

 


